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「言葉の力」を中核とした
学校づくり



　「言葉の力」を中核とした学校づくりのポイントは、全ての教師が「言葉の力」
について共通の認識をもち、言葉の機能を生かしながら経営計画を編成・実施し、
その結果を評価して、更なる改善へとつなげていくことにある。
　「言葉の力」で ＜生かす＞、＜深める＞、＜高める＞をキーワードとし、合計
20の実践研究の結果を分析・考察した結果、次のことが明らかになった。

１「言葉の力」の共通認識
　「言葉の力」の中心を「考える力」、「感じる力」、「想像する力」、「表す力」と捉える。
学校をめぐる問題が多様化・複雑化している今日、「考える力」、「表す力」はもと
より、相手の気持ちや様々な価値を受け止め、理解する「感じる力」、自分が経験
していない事柄を推し量ったり、相手の表情や態度から言外の思いを察したりす
る「想像する力」を、従来に増して発揮させることが必要である。

２「言葉の機能」を生かした経営計画の編成・実施及び評価・改善
　言葉は、「知的活動」、「感性・情緒」、「コミュニケーション能力」の基盤となる。
そのため、学力向上はもとより、健全育成、組織力向上、人材育成、家庭・地域
との連携など、幅広い範囲が経営計画の対象となる。
　計画を編成する際には、教師及び児童・生徒の「言葉の力」を高め生かすこと
を重視する。
　計画の実施に当たっては、全教師の意識を経営計画の目標へと統合するととも
に、コミュニケーションの活性化を図ることで、組織を活性化させる。経営の評
価については、経営計画との連動を図り、学校として一貫した評価・改善を行う
ことで、より効率的・効果的な取組を実現させる。

３ 教師及び児童・生徒の「言葉の力」の育成・活用
　教師及び児童・生徒の「言葉の力」を高めるに当たり、共通して重視すべきこ
とが三つある。
　第一は、クリティカル・シンキングの促進、第二は、読書習慣の確立、第三は、
日常の話し言葉の改善・充実である。
　クリティカル・シンキングとは、物事を多様な観点から考察することである。「他
に考え方はないか」、「筋が通って、分かりやすいか」、「本当にこれでよいか」と
問い続けることが重要である。読書は、「言葉の力」を育てる上での中核である。
日常の話し言葉については、話し手の考えを引き出す傾聴、聞き手の理解を重視
したやりとり、共感を呼び、意欲を高める言葉掛けをより一層重視することが必
要である。
　なお、教師には、相手や目的に応じたコミュニケーション能力を育むため、具
体の場面を想定したロールプレイなど、参加体験型の研修を実施する。また、学
校の教育力を高め、組織的な課題解決を図るために、企画力や会議での発言力を
高める学校としての仕組みづくりを行う。
　児童・生徒に育む「言葉の力」は、学力向上と健全育成の両面から捉え、家庭・
地域と連携しながら、学校の全教育活動を通して計画的・系統的に育成する。学
力向上では、各教科等に固有の思考力・判断力・表現力等を、国語科で培った「言
葉の力」を活用しながら高める。健全育成では、人間関係形成能力の向上に向け、
対話の力を育む。
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